
政策 加

標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 617 千円 617 千円 617 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 投入人員2人については、賦課徴収運営

し

費人員と重複

そ 　の 　他 617 千円 617 千円 617 千円

一　

事

般　財　源 0 千円 0 千

　

円 0 千円

務　事　業

、

　名 新規・継続 将来に

協

わたる健全財政の維持

働

に向け、自主財源の確

す

保を図るため、市税の

る

適正な賦課及び厳正な

ま

徴収を行う。

目　　的

ち

賦課徴収費運営費 継続

づ

会計・款・項・目 所　

６ く

　管　　課 平  成 

り

 31  年  度 

施

 の  目  標

・簡

策

易な案件は、徴収員を

６

活用し、正規職員の業

－

務を徴収吏員としての

４

滞納処分の業務に集中

市

させ、市税の現年度収

税

納率
一般・2総務費・

収

2徴税費・2賦課徴収

全

入

費 税務課
99.13％

を

を目指す。（参考：平

は

成29年度99.03

じ

→平成30年度目標　

め

99.08）

事　業　

と

概　要 施策内順位

・市

す

税の賦課及び徴収
1/

る

2

市長公約事項

活
動
指

自

標

指　標　名 単　位 平

主

成31年度 平成32年

て

財

度 平成33年度

無 市税

源

収納率（現年度課税分

の

）
％ 99.13 99.

安

13 99.13

投
入
指

定

標

平成31年度 平成3

的

2年度 平成33年度

年

な

度別事業費 121,5

確

29 千円 107,21

保

1 千円 96,194 千

を

円
特
定
財
源

国・県支出

の

図

金 0 千円 0 千円 0 千円

り

特　記　事　項

地 　

ま

方 　債 0 千円 0 千円

す

0 千円 ・固定資産評価替え、それに伴う事前調査等により、予算の増減がある。

そ 　の 　他 3,700 千円 4,200 千円 4,200 千円 ・指標1目標

主

値を修正(H31.2月)理由：目標値と実績値が乖離している状況があり、31年度以降を同一値とする。 

一　般　財　源 117,829 千円 103,011 千円 91,994 千円 ・指標2「給与支払報告書データの委

体

託処理件数」を平成28年度から削除。

事　務　事　業　名 新規・継続 収納率向上

目　　的

が

公売事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

財産調査を実施し、差押え可能な事案について積極的に競売を実施することにより、税の公平負担に努める。
一般・2総務費

参

・2徴税費・2賦課徴収費 収納管理室

事　業　概　要 施策内順位

差押物件のインターネット公売事業
2/2

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 差押競売の件数
件数 5 5 5

投
入
指



政策 加

続

投
入
指
標

平成31年

し

度 平成32年度 平成3

、

3年度

年度別事業費 1

協

27,993 千円 12

働

7,993 千円 127

す

,993 千円
税務総務

る

費給与費 継続
特
定
財
源

ま

国・県支出金 63,0

ち

00 千円 63,000

づ

千円 63,000 千円

６ く

会計・款・項・目 所　

り

　管　　課 地 　方 

施

　債 0 千円 0 千円 0 千

策

円

そ 　の 　他 0 千

６

円 0 千円 0 千円
一般・

－

2総務費・2徴税費・

４

1税務総務費 税務課
一

市

　般　財　源 64,9

税

93 千円 64,993

収

千円 64,993 千円

全

入をはじめとする自主

て

財源の安定的な確保を

の

図ります

主体が

事　務

参

　事　業　名 新規・継
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